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1．経営とイノベーションから見る現代の
企業社会

　本稿では，経営イノベーション・メジャーが学

ぶ領域のひとつである経営学領域を理解するため

に，近年の企業社会の大転換について，経営・

組織・戦略の観点から考えていきたいと思いま

す。今，時代は凄まじい変化の中にあります。技

術の進化はとどまることを知りません。昨今で

は，IoT （internet of things）と AI（人工知能：

artificial intelligence）の進化がめざましく，ウェ

アラブル・コンピュータなどによるデータ蓄積

と，それを分析する AI の進歩が共進化していま

す。その結果，これまでに考えもよらない製品・

サービスだけでなく，医療などの領域も含めた大

きな変化が生じようとしています。このような変

化に対して企業にとって必要なことは，イノベー

ションを促すような経営を行うことと言えるで

しょう。それがなぜなのかを考えるためには，経

営とは一体何なのかを学ぶことは良い方法だと言

えます。以下では，今起きている変化の源流と

なった IT 革命や近年の動きなどを見ながら，経

営とイノベーションについて考えてみましょう。

（1）経営のイノベーションの時代

　経営イノベーション・メジャーは一体どのよう

なことを考えていこうとしているのでしょうか。

ここでは，経営とイノベーションという言葉がど

のような課題として，今日の日本社会にとって位

置づけられるのかを考えることで，みなさんが考

えるきっかけを提供したいと思います。

　1990 年代初頭にバブル経済が崩壊して以降，

日本企業のパフォーマンスが低迷して久しいで

す。特に，1995 年に Windows95 が発売され，こ

れをきっかけにしてインターネットが爆発的に世

界中に普及しました。それ以降，IT 革命と呼ば

れる，IT （information technology）を活用した新

たな企業経営や社会の在り方が生み出されました

が，その流れから日本は大きく取り残されてし

まっていると言われています。IT の導入の遅れ

ている例はいくつも日本では見られます。例え

ば，電子マネーを利用したことがある人は，日本

は６％にとどまるのに対し，中国では 98％以上

の人が利用したことがあると答えています（1）。決

済にかかる時間が，現金よりも圧倒的に短時間で

済む電子マネーの普及率の差は，社会の効率性に

も関わります。しかし，こうした生活の利便性だ

けでなく，IT 革命は企業経営にとっても大きな

影響を与えています。この点を少しとりあげなが

ら，経営学が何をテーマに考えているのかを考え

てみたいと思います。まずは今の IT 革命以降の

世界で起きている変化を見てみましょう。

（2）Amazon.com のイノベーションから考え

る

　先日ヤマト運輸がオンライン・ショッピング大

手のアマゾン・ジャパンから引き受けている配送

荷物の量が，オンライン・ショッピングが普及し

たことで，自社の処理能力の限界を超えてまで増

えてしまい，実際に荷物を運ぶドライバーへの負

担があまりに大きくなってしまうという問題が発
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生しました。この結果，ヤマト運輸は荷物を引き

受ける量を減らすと発表しました（2）。一方，アマ

ゾンはこれに対して，中小の運送業者のネット

ワークを整備して対応しようとしています（3）。こ

うした対応を可能にしているのは，物流を IT で

管理しようとする試みとして理解できるかもしれ

ません。さらには，まだ実験段階ですが，アマゾ

ンは将来的に商品の運搬をドローン（無人の小型

ヘリ）で配送しようとしています。この映像を見

た学生からは，「これは天候に左右されるし，危

険だから無理です」とか「これは日本では無理で

す」と言った意見を聞くこともあります。しか

し，実際にはイギリスで実験に成功してしまい

ました（4）。そして，もしもこれが実現してしまう

と，とんでもない大変革が起きる可能性がありま

す。具体的に影響を受けるのは，まずは宅配業者

でしょう。宅配が無人のドローンになってしまえ

ば，旧来の運送をする必要がなくなってしまいま

す。これは大変な打撃であるのは言うまでもあり

ません。しかし，影響はそれだけではなさそうで

す。

　実際にイギリスでは 13 分で宅配が完了したそ

うなのですが，13 分で宅配が完了したとなると，

生鮮食料品の宅配も可能になることは想像に難

くありません。そうすると，例えば友達と家で

パーティーをする，などという際にも，来た人

数にあわせてその場で注文すれば良い，という

ことになります。アウトドアであれば，例えば

バーベキューをしている場所に，スマートフォン

の GPS で場所を「知っている」ドローンがやっ

てきて，必要な食べ物を置いていっていくれる，

などということも起きてくるかもしれません。そ

うなってくると，今あるスーパーマーケットがか

なりの打撃を受けそうです。わざわざスーパーに

行って購入するためには，実際にはお店まで歩い

ていき，商品を選び，レジで決済をして，袋に詰

めて，重い荷物を持って帰る必要があり，実際に

は大きな労働です。ですが，これが不要というこ

とになれば，かなり時間や労力の節約になると考

えて利用する人は増える可能性が高そうだからで

す。しかし，ここで言いたいのは，技術の進歩の

凄さではありません。重要な点は，アマゾンがこ

うしたビジネスを展開することは，単に既存の

スーパーの配送が代替される，ということではな

いということです。既存のビジネスの延長線上に

何かがあるのではなくて，全く違う領域のビジネ

スが，突然既存のビジネスに参入してきて，既存

のビジネスに破壊的な影響を及ぼす可能性があ

る，ということなのです。アマゾンは，既存の

スーパーマーケットの機能も取り込みながら，顧

客の他の購買の情報も含めて，大量のビッグデー

タを持ってビジネスを展開していくことになるの

です。それによって，確かにデータが特定の企業

に偏ることで生じる問題も当然考えられますが，

一方で，顧客にとっての購買の効率性や利便性の

向上も生じるでしょう。あえてここではポジティ

ブな面を見ることにしておきますが，こうした新

しい技術やサービスなどの革新のことをイノベー

ションと呼びます。イノベーションを生み出せる

企業は，既存の市場の秩序を大きく変え，新たな

ビジネスを築き上げる存在になってきています。

従って，イノベーションを企業が生み出し続ける

ことができるかどうかは，企業の長期的な生存，

成長にとっては不可欠なテーマになります。

　イノベーションを考える上では，個人のアイデ

アも大事ですが，もっと大事なのは，アイデアが

あってもイノベーションになるわけではないとい

うことです。企業の中，或いは，外で新しいアイ

デアがあったときに，それを活用しようとし，さ

らにビジネスとして付加価値を生み出せるように

設計できて，初めてアイデアは具体的なものと

なって，イノベーションになります。つまり，こ

こには経営とイノベーションが不可分に結びつい

ています。そして，同時に浮き彫りになる問題

は，日本企業は，どうも経営もイノベーションも

うまくいっているところは少なそうだ，というこ

とです。

　元々アマゾン自体も，オンライン書店として登

場し，既存の書店ビジネスに大きな打撃を与えま

した。そして，今は書店だけではなく，非常に多

岐にわたる商品の販売をするなど，急速にビジネ

ス領域を拡大させながら，成長を遂げてきまし
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た。最近では，AWS （amazon web services）とい

う，クラウド・データセンター（オンライン上に

ネットワーク・サーバーを設置し，それを従量課

金型でレンタルするサービス）で世界最大手の企

業にもなっています。多くのベンチャーだけでな

く，大手企業も AWS を使うことで，自社のビジ

ネスを展開し，維持しており，もう一つのアマゾ

ンの巨大な収益源になっています。

　同じような変化は，様々なところで起きていま

す。自動車における自動運転技術の開発，金融に

おけるフィンテックの進化などが代表的なもので

しょうか。しかし，残念なことに，あまり日本企

業でこうした領域で先進的な企業はないと言われ

ています。なぜなのでしょうか。そのためには，

経営についてよく学ぶ必要があります。

（3）経営学の各要素で考えてみる

　いくつかの要素に分解して，この経営上の問題

を考えて見る必要があるかもしれません。

　ひとつは，企業のガバナンス（統治）が上手く

機能していない問題として理解することが出来ま

す。企業は経営者が経営上の重要な意思決定を行

ないますが，そうした決定を行う上で，経営上必

要な決定が出来る状況になっていないと，正しい

決定を行なうことが出来ません。従って，こうし

た決定を行なう上での環境整備は特に重要になっ

てきます。

　もう一つは，経営戦略の問題です。経営戦略と

は，どのような事業を行なうのか，また，どのよ

うに各事業で競合他社と戦うのかを考える領域で

す。経営戦略が十分に考えられていない場合，例

えば，大いに収益が期待できる市場に参入するよ

りも，むしろ，既存の事業やあまり収益の見込め

ない事業にばかり注力してしまうことになりま

す。また，競争が激しい領域に参入してしまえ

ば，競合他社との競争の中で収益は下がってくる

ことは間違いありません。別な見方をすれば，こ

れは一つ目に取り上げたガバナンスの問題から帰

結して出て来る問題として考えることもできるで

しょう。

　そして組織のデザインの問題です。組織のデザ

インとは，組織で仕事を行う上で，どのような形

で仕事を行なうのか，ということについて考える

ものです。例えば，新しいアイデアをイノベー

ションに結びつけることが，今日の経営的な課題

だということは先に述べましたが，そう考える

と，アイデアをイノベーションに結びつけるため

に必要な取り組みはどのような組織デザインに裏

打ちされる必要があるでしょうか。

　このように考えると，経営を考える上でいくつ

も重要な点が見えてきます。そこで，以下では簡

単に経営学で基本的にどのような事を考えている

のか，ということを説明しつつ，適宜今日的な点

から考えていくことにしましょう。

2．経営学とはなんだろうか

　経営学は，様々な組織（企業，非営利組織，ボ

ランタリー組織など）が，どのように形成され，

それが目的に即してどのように成果を生み出すの

かについて研究する学問領域です。主には資本主

義の発展に伴って，社会の中で大きな役割を担う

企業を研究対象としてきました。その際に，組織

と戦略という２つの観点からこれらの点を考えて

みると，明確に経営学がどのような議論をするべ

きかが分かってくると思われます。組織を学ぶの

は，組織の目的がどのように形成され，それがど

のようなプロセスで実行されていくのかを理解す

る上で役に立ちます。また，戦略を学ぶことに

よって，組織の外部環境との関わりの中で，どの

ように目的をより効果的・効率的に達成できるの

かを理解できるでしょう。そこで，まずは経営と

は何かについて理解をした上で，組織とは何か，

戦略とは何かについて概要を学んでみましょう。

（1）経営とは何か

　企業は経営資源（resource）の集合体として考

えることができます。企業は目的を果たすため

に，資本を元に様々な必要な資源を調達し，それ

を組み合わせることによって，製品やサービスに

それらを変換し，それを顧客に提供して対価を得

る，継続体（going concern）です。この一連の
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プロセスをより効果的・効率的に行うための活動

が経営だと理解して良いでしょう。また，経営を

様々な利害関係者の利害を調整する活動として理

解することもできます。顧客や株主だけでなく，

従業員や地域社会などの利害を調整することに

よって，継続体としての活動が初めて可能になり

ます。いずれにしても，経営とは，経営資源や利

害といったインプットを製品やサービスなどの活

動のアウトプットへと変換するプロセスとして理

解することができます。

（2）経営資源とは

　では，経営資源とはどのようなものでしょう

か。企業が活動を行う上では，経営資源が不可欠

です。一般に，経営資源として挙げられるのは，

ヒト（人的資源）・モノ（物的資源）・カネ（金銭

的資源）・情報（知的資源）です。これらをどの

ように調達し，それらを組み合わせて製品やサー

ビスへと変換を図るのかが経営には問われます。

先の Amazon のような例で考えてみると，彼らは

世界中から優秀な人材を集め，独自のオンライン

販売，流通システムという物的・知的資源を構築

しました。これらを大々的に世界に展開するため

に，株式市場から資金を調達し，そこで得た資金

から，様々なサービスの開発を行ってきました。

大事な点は，単に有能な人が集まっただけでも，

お金がたくさんあっても，技術があるだけでも，

情報や知識が多くあっても，優れた企業ではない

のです。これらが，組み合わされること，また，

環境変化などに対応してダイナミックに組み合わ

せ直されることが経営には問われます。こうした

能力が長けている企業が，今日のグローバルな競

争で優位に立っています。逆に，旧態依然とした

経営資源の組み合わせのまま，環境変化に直面し

たり，或いは，環境変化を引き起こしたりするよ

うな展開が出来ない企業は，長期的には衰退して

いかざるを得ません。優れたサービスや製品を提

供している企業は，どのように経営資源を活用し

ているのか，という観点で企業を見てみることは

とても大切です。                                      

（3）企業の主な利害関係者（stakeholder）と

近年の変化

　経営資源を実際に活用する経営という機能は，

具体的には経営層によって構成されています。し

かし，彼らは自由に意思決定をできるわけではあ

りません。企業には様々な利害関係者がいます。

代表的なものは，株主，顧客，従業員（組織メン

バー），地域社会などですが，これ以外にもそれ

ぞれの企業によって多様な利害関係者が存在して

います。これらの利害関係者の利害を調整するの

が経営の重要な役割です。いくつかの主要な利害

関係者について，今日の経営上の課題と併せて考

えてみましょう。

1）株主との関係性とその変化

　株主の存在を考えてみましょう。株式会社で

は，株主は企業活動のための資本を提供する重要

な役割を担っています。株式は会社の所有権を意

味するからです。ただし，株主は有限責任であ

り，株式は株式市場などで譲渡が可能です。よく

テレビや新聞で株価が報道されますが，これは，

その企業の株式がどの程度の価値として市場で取

引されているのか，ということを表しています。

特に，将来的な価値の期待を表すものとして理解

されることが多く，成長が見込める企業の株式は

高くなります。また，株主は会社の部分的な所有

権を持っていますが，常に会社の経営をするわけ

ではありません。株主総会を通じて取締役が選任

され，取締役が経営層として経営を行っていま

す。

　資本主義の発達に伴い，株主は分散し，企業は

大規模化し，所有者と経営者が分離していきまし

た。これを所有と経営の分離といいます。経営者

は，専門経営者として企業を経営する責任を担う

存在へと変化していったのが，20 世紀の資本主

義における企業の姿でした。近年では，株主資本

主義の過度の進展による様々な弊害，とりわけ，

短期的な利益に縛られた企業活動への変化の問題

が発生しています。多くの企業は四半期ごとに決

算を発表しています。しかし，企業からすると，

株式市場で低く評価されないように，四半期ごと
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の業績目標を低く設定し，決算で上方修正する，

という行動をとりがちです。なぜならば，目標が

未達となると株価が大きく下がる危険性があるか

らです。その結果，長期的な視点に立って，チャ

レンジングな事業を構想したり，イノベーション

のために短期的には成果の出にくいことに取り組

んだりすることが難しくなってしまいます。経

営者も同様に，数ヶ月ごとに評価が下されるの

で，長期的な視野に立ちにくくなります。そのた

め，株式の公開をやめる企業や，業績の四半期ご

との決算を公表しない，或いは，業績予測をしな

い企業なども現れてきていますが，まだその数は

限られています。大事なことは，ガバナンスの方

法は，企業の戦略に大きな影響を与えるのだとい

うことです。株主との関係は特に重要な点で，株

主とどのような関係を構築していくのかを今考え

直さなければならなくなってきていると言えるで

しょう。

2）顧客との関係性とその変化

　次に顧客について考えてみましょう。顧客は，

企業活動の成果の買い手です。顧客が製品・サー

ビスを購入しなければ，企業は活動を継続するこ

とができません。これは想像に難くない事でしょ

う。顧客の創造は，マーケティング論の中心命題

であり，経営の根本課題のひとつです。一般的に

は，顧客のニーズをどのように企業は捉え，それ

に応える製品・サービスを提供するか，というこ

とが大事だと言えます。ニーズは顕在化している

場合もありますが，むしろ，顕在化していない

ニーズを発見することによって，企業は独自性を

確立することができます。例えば，iPhone のよ

うな画期的な製品は，「スマートフォンが欲しい」

という具体的な顕在化されたニーズがあったわけ

ではありませんが，コンピューティングやコミュ

ニケーションをより便利にしたいという顧客の潜

在的なニーズはあったと言えるかもしれません。

こうした顧客の潜在的なニーズを製品やサービス

へと具現化していくことで，顧客に製品やサービ

スを購入してもらえるのです。

　別な観点から見てみると，顧客への製品・サー

ビスの提供を通じて，企業にはお金だけでなく，

特定の顧客層への理解が深まる知的資源，また，

そうした顧客層へ最適化された製品・サービスを

提供する技術や設備などの物的な資源などのさま

ざまな経営資源が蓄積されます。しかし，気をつ

けなければならないのは，そうした蓄積と同時

に，特定の既存顧客への依存度が高まると，経営

の安定性と引き換えに，硬直的な企業活動にな

り，長期的には環境変化に対して脆弱になるとい

うことです。こうした現象を「イノベーターのジ

レンマ」（訳語ではイノベーションのジレンマ）

と呼びます（Christensen, 1997）（5）。

3）従業員（組織メンバー）との関係性とその変

化

　実際にこれらの活動を支えるのは従業員です。

彼／彼女らは企業活動の人的担い手であり，従業

員に影響を与えて，成果を生み出すことが経営の

重要な機能です。なぜならば，そもそも人はバ

ラバラ，違う存在だからです。にもかかわらず，

人々が，成果を成し遂げるために協働することに

よって，企業は成果を生み出すことができるわけ

です。そのためには，モチベーションやリーダー

シップなどがここでは重要なキーワードとして浮

上します。それらについて詳細には述べません

が，高いモチベーションを従業員が持つように仕

向けること，また，一人ひとりがバラバラに活動

しないように方向づけることが大事な点です。こ

の点については組織論のところでもう少し触れた

いと思います。

　IT 革命以降に起きた大きな変化は，それまで

の製造業が中心だった産業社会が，急激に知識労

働者を中心とした社会へシフトしたことにありま

す。この変化はまだ途上ではありますが，簡単に

述べるならば，製造業が中心であれば工場設備を

持つ，大きな資本が集約された企業が従業員より

も絶対的に優位な存在です。しかし，知識労働に

変わると，大規模な設備は知識産業には最初の段

階から必要ではありません。Amazon も配送セン

ターは確かに大規模な設備ですが，それらを価値

あるものにしているのは，知識です。知識を有す
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る労働者がより力を有するように権力構造がシフ

トしていくことは十分に考えられます。こうした

知識労働への変化に伴い，徐々に企業は従業員と

の関係を変化させなければならなくなってきてい

ます。昨今，働き方改革が大きな話題になってい

ますが，単に生産性の向上や時間短縮，ダイバー

シティなどの問題として考えるよりも，企業と従

業員との関係性の大きな転換という文脈でこれを

考えた方が良いかもしれません。先端的な企業で

は，リモートワークやノマドワーキングなどの新

しい働き方が生まれつつあります。また，従業員

として雇用するのではなく，個人事業主の集合体

として活動をする企業も少しずつ現れてきていま

す。これは製造業中心だった企業社会では考えら

れない変化であり，既存の企業はこうした変化へ

の対応が求められています。

　さらには，日本の企業社会の抱える大きな問題

は，女性の社会進出レベルの低さです（6）。女性の

就業率は上昇しましたが，依然として管理職の女

性の比率は著しく低く，また，結婚出産を契機に

離職するために，その年齢の就業人口が落ち込

む，いわゆる「Ｍカーブ」も解消されてはいませ

ん。女性だけでなく，外国人や障害者の雇用な

ど，旧来の「日本人の健常男性」を想定した職場

から，多様な人々が働く職場への転換をダイバー

シティ・マネジメントといいますが，日本はこの

点で大きく出遅れています。これは社会の公正性

の観点からも大きな問題であり，経営上で考え

れば，特定の視点に偏ったマネジメントや製品，

サービスの開発しか出来ないことを意味し，イノ

ベーションに課題を抱えるのは当然であると言え

るでしょう。

4）地域社会

　地域社会とは企業が活動する社会のことです。

企業活動は株主・顧客・従業員だけでなく，地域

社会にも当然及びます。勿論，素晴らしい影響も

たくさんありますが，まずは，あえてネガティブ

な影響を考えてみたいと思います。

　例えば，かつてマイケル・ムーア監督が『ロ

ジャー・アンド・ミー』という映画を作りまし

た。これは，アメリカの自動車大手メーカー GM

（General Motors）が，ムーア監督の出身地，ミ

ネソタ州のフリントにある工場を人件費の安いメ

キシコに移転する，という出来事を扱ったもので

す。移転の結果，フリントの街は全く産業がなく

なり，次第に廃墟のように変わっていきます。説

明するまでもないことですが，工場には沢山の労

働者がおり，彼らの仕事がなくなってしまったか

らです。また，東日本大震災では，福島第一原発

は欠陥のあった安全対策によって，津波による全

電源喪失という事態を引き起こし，その結果メル

トダウンやそれによる爆発が発生するなど，とん

でもない事故が起きてしまいました。広い範囲が

放射能で汚染され，今でも多くの人が故郷を追わ

れ，家に帰ることができなくなってしまっていま

す。また，福島県の農家は，風評被害に苦しんで

います。このように企業の活動は，大きな影響を

社会に与えますし，時には，地域社会の衰退や，

場合によっては破壊をもたらしたりします。企業

には大きな社会的な責任があるのです。

　一方で，良い変化も当然もたらします。グーテ

ンベルクが活版印刷機を発明したことで，聖職者

たちだけのものだった聖書が一般大衆にも広が

り，権力構造が変化したように，私たちは IT 革

命によって，様々な利便性を享受してきました。

かつてコンピュータがこれほどまでに普及してい

なかった時代，文書は通常手書きでした。はるか

遠い昔のように感じますが，しかし，これはほん

の 30 年ほど前の話です。今では，文書の作成は

コンピュータで行なうのは当たり前ですし，クラ

ウド上にデータを保存し，共有も極めて簡単にな

りました。10 年ほど前にスマートフォンが出来

たことで，移動しながらもコミュニケーションが

簡単にできるようになりました。誰でも簡単に動

画の配信を全世界に向けて行なうことも出来ま

す。この 10 年で信じられないほど世界は便利に

なりました。これらを支えているのは，企業の活

動です。企業が新しいサービスや製品を生み出

し，社会を変革していったのです。日本の企業が

こうした新しい社会を創ってきた中にあまりない

のは残念なことですが。
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　このように考えると，企業の社会を変革する良

い側面を理解することはとても大切です。しか

し，ネガティブな影響も批判的にしっかりと見て

おくことは大事です。私達はいつ何時，自分こそ

がそのネガティブな影響を受ける当事者になるか

わからないからです。両方を複眼的に見ること

で，企業の経営を見る目を養いたいものです。

3．変化の時代の組織と戦略を考える

　ここまで今日的な経営のトピックを取り上げな

がら，経営においては経営資源を蓄積し，活用す

ることの重要性と様々な利害関係者を上手くマネ

ジメントすることの重要性を述べてきました。一

方で，それを具体的に行なう組織と，どのような

事業にどうやって取り組むのかを考える経営戦略

についても見ていく必要があります。以下，組織

と戦略についてそれぞれ考えていきたいと思いま

す。

（1）組織の変化

　我々の生活を見回すと，様々な組織に取り巻か

れていることがわかります。家から大学に来るま

での経路を考えてみても，家を作る企業，家を賃

貸したり，販売をする企業，家の中の様々なモノ

を作ったり販売したりする企業，道路を作る企

業，あるいは，町内をきれいに保つためにボラン

ティア活動をしている団体組織，病気になった時

に治療をする病院組織，教会やお寺のような宗教

組織，そして大学もまた組織です。我々の生活は

組織に囲まれていると言っていいでしょう。

　組織とは何かについて論じた経営学の初期の研

究に，バーナードの研究（Barnard, 1938）（7）があ

ります。バーナードは，組織を「二人以上の人々

の意識的に調整された活動や諸力のシステム」

（p.73, 訳 76）であると定義しました。そもそも，

人間が組織を必要とするのは，一人では様々な制

約によって成し得ないことを他者と協働すること

によって，成し遂げるためです。例えば，多くの

人は毎日鉄道を利用すると思いますが，鉄道を運

行するのは一人では出来ません。多くの人が協働

することで，大量の人を安全に正確に運ぶことが

できるのです。まさに組織の働きをよく表してい

る現象だと言えます。バーナードは，こうした観

点から，協働体系（システム）として組織を捉え

ました。つまり，人と人が協働をするための仕組

みが組織だと言うのです。その構成要素として

バーナードは，共通目的，協働意欲，コミュニ

ケーションの３つの要素が必要であると述べまし

た。この３点が組織を捉える上で本質的なものと

して価値を持っていることは，今もおそらくそう

変わらないかもしれません。

　しかし，組織の形態は，今，大きく変わり始

めています。IT 革命以前では，産業社会を牽引

する存在は製造業，特に自動車産業が時価総額

や収益においては上位に来ていました。例えば，

Fortune 誌が毎年発表する Fortune500 という企

業規模を表すランキングがあるのですが，20 年

前の 1997 年のトップは GM，2位はフォード（い

ずれも自動車）でした（8）。一方，2017 年は，ウォ

ルマート（小売業），バークシャー・ハサウェイ

（投資運用会社），Apple と，いずれも非製造業に

なっています（9）。自動車産業の特徴は，非常に複

雑な沢山の部品の組み合わせであること，そし

て，それら部品を作ったり，組み立てたりする

ために，巨大な工場や下請け企業のネットワー

クが必要なことです。ところが，今日は Apple

や Google といった IT 企業が産業社会の牽引役

に変わりました。大きな違いは，IT 産業には，

直接的には工場が必要ないということです。勿

論，iPhone を製造するためには工場が必要です

が，これは製造を専門に受け持つ EMS （electric 

manufacturing service）と呼ばれる企業が中国な

どにあり，ここで製造されています。何が言いた

いかというと，労働の仕方が全く変わっていると

いうことです。当然そうなると，組織のデザイン

は変わらなければなりません。先に利害関係者の

項目で従業員を論じたところでも，知識労働への

シフトによって働き方が変わっていると述べまし

たが，今そうした変化が求められています。昨今

「働き方改革」が政府によって提唱されています

が，日本は未だに都心のオフィスに毎日同じ時間
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に通勤して働くという，製造業中心の時代の働き

方を継続しています。通勤電車の本数を限界まで

増やしても毎日の通勤ラッシュがとどまることを

知らないのは，都心に本社が集中していること

と，同じ時間に通勤することによります。しか

し，知識労働の時代にシフトした場合，働き方を

形成する組織のデザインも変わる必要が出てきま

す。知識は IT によって工場のような設備を持た

ずに，具体的なサービスとして具現化できるのが

特徴です。そうなった場合，必ずしも会社内だけ

でサービスを考える必要はなくなりますし，役割

も新しいアイデアを育てていく中で流動的に変化

する必要が出てきます。当然，組織のデザインは

厳格な分業と規律によって管理することを中心と

した旧来の在り方から，柔軟な組織内外の連携と

自律的なネットワーク型へと進化することが求め

られるようになるのは想像に難くありません。近

年では，ホラクラシー（holacracy）やティール

組織（teal organization）といった，新しい組織

形態が注目されていますが，それは，企業社会の

変化に伴って，協働体系である組織の在り方が変

わってきているからだと言えるでしょう。

（2）経営戦略の変化

　経営戦略は色々な定義が可能ですが，広い意味

で考えると，経営資源と組織を取り巻く環境とを

結びつけることです。つまり，組織の内部の管理

の問題だけでなく，環境との関わりを考える領域

であり，その組織が何をするかを決定する領域

だと言えます。これを成長戦略と言います。例

えば，元々 Apple はパーソナルコンピュータの

メーカーでしたが，ハードディスクの価格低下

や，デジタル音楽コンテンツの普及に伴い，iPod

と iTunes を開発し，音楽プレーヤー市場へ参入

しました。これを足がかりに，iPhone，そして，

iPad へと事業を展開していき，今では時価総額

ランキングの世界第 1位の企業へと成長しまし

た。一方，個別の事業の単位で考えると，iPhone

は独自の iOS で作動し，Google の Android OS に

はない端末デザインと OS との連動したインター

フェースを開発して大きなシェアを獲得していま

す。このように自社の強みを競合他社の最も弱い

部分にぶつけて競争に勝つことも経営戦略論の領

域であり，これを競争戦略論と呼びます。

　上記の成長戦略が考えられたのは 1960 年

代（10），競争戦略が考え出されたのは，1980 年

代（11）のことです。これらはいずれも，製造業を

中心とした時代でした。勿論，上記したような戦

略の本質的な重要性は今も変わりません。しか

し，同時に，イノベーションが求められる時代に

は，よりダイナミックにイノベーションを生み出

せるような戦略の在り方が求められています。ど

ういうことかと言うと，1980 年代までの経営戦

略論では，良い戦略とは事前によく設計された戦

略のことを指していました。しかし，変化の激し

い時代になって，こうした前提が十分に機能しな

いことが分かってきました。なぜならば，IT 革

命によって，産業の垣根があいまい化し，これま

での業界内での競争の枠組みでは考えられないよ

うな変化が起きてきたからです。

　例えば，iPod が登場する以前のポータブル音

楽プレーヤー市場を席巻していたのは，SONY

でした。当時の Apple（当時の社名は Apple 

Computer）は，独自設計のコンピュータを製

造・販売するコンピュータ・メーカーであり，音

楽プレーヤー製造業ではなかったのです。しか

し，先に述べたように，様々な技術の進歩と，

iTunes というソフトウェアの開発により，それ

までは SONY にとって競争相手でなかった Apple

が，いきなり競争相手になったのです。その結

果，SONY は大きくシェアを失ってしまいまし

た。このような変化に対して求められるのは，正

しい戦略を事前に策定する能力だけではないで

しょう。むしろ，必要なのは，変化に対応する能

力を磨き，変化を活かすような仕組みを創って

いくことです。抽象的には，これをダイナミッ

ク・ケイパビリティ（dynamic capability: Teece, 

Pisano and Shuen, 1997）（12）と呼びます。具体的な

近年の経営実践上の取り組みとしては，アジャイ

ル開発と言われる思想があります（Rasmusson, 

2010）（13）。これは元々，ソフトウェア・エンジニ

アリングの思想で，事前に要件を明確に定めて，
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分業型でソフトウェアを作成する方法（ウォー

ターフォール開発）ではなく，ある程度の要件を

決めたら，まず小さくプロトタイプを作り，実際

に動かしてみて発生する問題を収集し，それに

よって，修正をし続けるという方法です。その結

果，最初に想定したのとは全く違う方向に進むこ

とが有りえますが，それ自体をむしろ良いことで

あると考えます。なぜならば，実施するよりも，

実施した後のほうが，当然情報が多いからであ

り，その増えた情報によって判断される方がよい

判断であると考えるためです。つまり，経営戦略

を考える方法も，アジャイル型に変わることが必

要な段階に来ていると言えます。

　また，組織について考えた際にも書きました

が，組織の内部だけで新しい事業を開発しよう

とするのは限界があります。外部と積極的に

連携し，組織の内部だけでは得られない情報

や能力を活用しながらイノベーションを起こそ

うとする取り組みをオープン・イノベーション

（Chesbrough, 2003）（14）と呼びます。このアジャ

イルとオープン・イノベーションが交差した時

に，ダイナミックな戦略の展開が可能になりま

す。実際，Google は元々検索エンジンの会社で

したが，今では，自動運転技術のトップ企業に

なっています。なぜかと言えば，彼らが提供した

検索システムでユーザーが検索する時に入力する

検索ワードは，ユーザーがどのようなウェブサイ

トを見ているのかとか，どのようなメールをやり

取りしているのかなどのビッグデータを解析する

能力の構築を可能にしたからです。そうしたビッ

グデータの解析には人工知能を使うので，この人

工知能を展開できる先を次々と開発しているもの

のひとつが自動運転なのです。今では様々な企業

と連携しながら自動運転技術の開発が進められて

います。

4．おわりに

　これまで今の企業社会で起きているダイナミッ

クな変化と経営学の基本的な概念との関係を見て

きました。述べてきたように，今は大きな変化の

時代であり，そこで求められるのは，イノベー

ションを可能にする経営の在り方です。そのため

に日本の企業が変わらなければいけないことは山

積しています。確かに日本はアメリカや中国など

と比較すると，IT 革命に乗り遅れ，後塵を拝し

てしまっていますが，逆に言えば，皆さんがこれ

から企業社会を変革するイニシアティブを取る

チャンスも沢山日本社会には転がっているという

ことを意味します。経営とイノベーションを学ぶ

ことを通じて，そうした企業社会変革のイニシア

ティブを握る人間になっていって欲しいと願って

います。
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